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＜解答上の注意＞ 

１．この問題冊子は、表紙を含め３枚である。 

２．配点は、50 点である。 

３．表裏に解答欄がある解答用紙は、１枚が配付されている。 

４．解答用紙の受験番号欄に受験番号を算用数字で記入し、また試験科目欄に「公

法系」と記入すること。なお、整理番号等その他の記入欄には記入しないこと。 

５．試験終了後、問題冊子及び下書用紙は持ち帰ること。 

６．解答の際は、黒又は青のボールペンを使用すること。 

７．六法は貸与品なので、折り曲げや書込みをしないこと。なお、書込み・汚損等

がある場合は申し出ること。 

８．試験終了後、指示があるまで席を立たないこと。 

９．その他は、すべて監督者の指示に従うこと。 
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【問題】 

下記の【事例】及び【資料】を読み、この事例に含まれる憲法上の問題点につ

いて、参考とすべき判例や自己の見解と異なる立場に言及しつつ論じなさい。 

 

【事例】 

選挙運動とは、特定選挙につき、特定候補者のため、その当選を目的として、

選挙人に働きかける諸行為である（判例。公職選挙法に「選挙運動」を定義する

規定はない。）。公職選挙法（以下「法」という。）は、選挙運動の期間を定めて、

当該期間外の選挙運動を禁止する（法１２９条）とともに、期間中の選挙運動も

広汎かつ多岐にわたり規制している（法第１３章各条）。このうち、戸別訪問は

禁止され、この禁止に違反する者には刑罰が科される（法１３８条、２３９条１

項３号）。 

選挙運動は、民主政の運用に不可欠な政治的表現であり、私人が自由に行うべ

き活動であるとの考えがある。他方、選挙運動は、あらゆる言論が必要最小限度

の制約の下に自由に競いあう場ではなく、各候補者は選挙の公正を確保するため

に定められたルールに従って運動すべきであるとの考えもある。戸別訪問につい

ては、候補者と選挙人が直接に接触し、候補者はその政策を伝え、選挙人も候補

者の識見、人物などを直接に知りうる機会を与えるものとして最も有効適切な選

挙運動の方法であるとされる。事実、イギリス、ドイツ及びアメリカ合衆国など

においては、選挙中の戸別訪問は禁止されていない。他方、戸別訪問には、①買

収、利害誘導などの温床になり易い、②選挙人の生活の平穏を害する、③候補者

にとっても訪問回数等を競う煩に耐えられない選挙運動であり、多額の出費を余

儀なくされる、④投票が情実に支配され易くなるなどの弊害があるとも指摘され

てきた。 

Ａは、衆議院議員総選挙において、岡山県第１区の政党Ｂ届出候補者として立

候補するとともに、中国ブロックにおける政党Ｂの比例代表候補者として重複立

候補した。Ｘは、本件選挙運動期間中、Ａに投票を得させる目的で岡山県第１区

内に所在する選挙人１０名の自宅を戸々に訪問し、Ａのため投票を依頼した。本

件選挙の施行後、Ｘは、法１３８条１項及び２３９条３号に当たるとして起訴さ

れた。 

 

【資料】 

公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）（抜粋）  
 （戸別訪問）  
第１３８条 何人も、選挙に関し、投票を得若しくは得しめ又は得しめない目的を

もつて戸別訪問をすることができない。  
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２ いかなる方法をもつてするを問わず、選挙運動のため、戸別に、演説会の開催

若しくは演説を行うことについて告知をする行為又は特定の候補者の氏名若しく

は政党その他の政治団体の名称を言いあるく行為は、前項に規定する禁止行為に

該当するものとみなす。  
 （事前運動、教育者の地位利用、戸別訪問等の制限違反）  
第２３９条 次の各号の一に該当する者は、１年以下の禁錮又は３０万円以下の罰

金に処する。  
一〜二 （略）  
三 第１３８条の規定に違反して戸別訪問をした者  
四 （略）  

２ （略）  
 

 

《公法系問題 以上》 
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【出題趣旨】 
 本問は、選挙運動としての戸別訪問禁止の憲法適合性を問うことにより、表現の自由（憲

法２１条１項）について、関連判例の理解を含めて、基礎的な知識及び思考力の有無を測る

ことを趣旨とするものである。 
 具体的には、戸別訪問を含む選挙運動が表現の自由の内容の一つとして保障され、公職選

挙法１３８条１項（以下「本件規定」という。）が選挙運動の自由を侵害し、憲法２１条１

項に反するかという問題を提起して、表現の自由の意義及び優越的地位、表現内容規制と表

現内容中立規制の二分論など、表現の自由に対する制約の憲法適合性判断に係る解釈論を

踏まえて、関連判例の正確な理解に基づき、本件規定が表現内容規制又は表現内容中立規制

（間接的付随的規制）の何れであるか、選挙運動規制の憲法適合性判断のあり方として選挙

のルール論（最判昭和５６年７月２１日刑集３５巻５号５６８頁伊藤正己裁判官補足意見）

が妥当するかなどの点を検討して、適切な合憲性判断枠組みを設定し、問題文にある立法事

実を評価して、本件規定の憲法適合性を判断することが求められる。 


